
平成29年度事務事業一覧表 課名： 第１号様式

1 社会教育委員会議運営事業 ②

2 青少年指導員連絡協議会運営事業 -

3 社会教育総務運営事務事業 -

4 生涯学習推進事業 -

5 成人式開催事業 -

6 文化祭開催事業 -

7 生涯学習館維持管理事業 -

8 文化財保護事業 -

9 人権教育啓発事業 -

成人式の開催

文化祭の開催

生涯学習館維持管理

文化財保存管理、文化財専門委員会議の開催

人権教育啓発普及活動

対象外
項目番
号

会議（定例会・臨時会）の開催、県社会教育委員連絡協議会会議の出席

青少年指導員の会議、主催事業

生涯学習推進計画の進行管理

講座の開催、社会教育関係団体への助成

生涯学習課

事業
番号

事業名 内　　容



１.総合計画上の位置づけ

２.事業の概要

■ □ □ □

（a）

（b)

Ｈ 29 年度

①

②

①

②

①

②

　大磯町生涯学習推進計画

成果指標
（達成度等）

自主事業参加者 人 138 129 130

（活動量） 活動事業数 回 14 14 13

活動指標 青少年指導員 人 12 12 12

(対象者数等） 大磯町民（4月1日基準） 人 32,377 31,497 31,431

対象指標 青少年指導員 人 12 12 12

事業費内訳
　報酬：324千円　　報償費：20千円　　旅費：23千円　　需用費：129千円

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
（ 指 標 名 ）

単位 27年度
(実績値)

28年度
(実績値)

29年度
(見込み又は計画値)

     人 件 費 計 千円 2,985 3,021

　総事業費 (a)+(b) 千円 3,453 3,520 3,440

　一般財源 千円 396 411 410

職員人数（概算職員数） 人 0.50 0.50 0.55

　起債 千円

　その他 千円

　県支出金 千円 72 88 86

事
業
費

　直接事業費　 千円 468 499 496

　国庫支出金 千円

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位
平成27年度
（決算）

平成28年度
（決算見込）

平成29年度
（予算）

目的
（何のために）

　地域で青少年の健全な育成活動を積極的に推進するため

対象
(誰を・何を)

　県、町で委嘱した青少年指導員で構成する青少年指導員連絡協議会

内容

　県、町で委嘱した青少年指導員に必要な指導、助言及び諸活動の計画・運営に当たる。青少年
指導員連絡協議会として、主催事業を実施し、町主催事業に協力。定員18人、現在委嘱人数12
人。任期2年。総会1回、定例会11回、研修会1回、社会環境実態調査1回、青少年指導員だより年2
回発行、主催事業年2回開催。

根拠法令・条例等 　神奈川県青少年保護育成条例、大磯町青少年指導員設置規則

個別計画等

行政経営プラン
実施計画事業

実施番号 ― 実施項目名 ―

大施策 　Ａ　青少年健全育成の推進 事業名 ―

中施策 （１）健全な青少年育成

柱 　Ⅳ　心豊かな人を育てるまちづくり 総合計画実施計画

部門 　３　青少年 認定番号 ―

細分事業名 ―
―

予算事業名  青少年指導員連絡協議会運営事業
担当課名 生涯学習課

係名 生涯学習係

2,944

平成　29　年度事務事業評価シート 第２号様式

シート作成日 平成30年3月28日

事業番号 2

事業開始年度
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４.事務事業の評価
■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

□ □ ■ □

■ Ａ

□ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成30年度事業への取組み状況（改善内容等）　　 平成30年3月28日

　事業内容については青少年指導員連絡協議会定例会にて早期決定する。

記入日

　主催事業の内容を検討する。会議の効率化・集約化を図る。

①　課題点や改善点

　予算面での支援について検討する。

　②　平成29年度に着手する事項

　青少年指導員連絡協議会の主催事業の集約化とスムーズな運営。

③　平成30年度に着手する事項

事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　

図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　事務局等の物品を適宜使用するなどして効率の良い運営を行っている。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要
　青少年指導員の創意工夫と熱
意、協力によって事業を展開し
ている。

効
率
性

・コストに対し
　て効率的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　指導員のボランティアで活発な活動がなされている。

・コストの削減
　等を図ったか

図った

成
果

・意図した成果
　が得られてい
　るか

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

　事業の参加者から、毎年楽しみにしている等の意見が聞かれ、団体のPR及び青少年の健全
育成に大きく寄与している。

　実施主体は青少年指導員である。

・実施手段は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

　毎年、工夫を凝らした事業展開である。

妥
当
性

・実施主体は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 変更の必要あり その他

理
由
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１.総合計画上の位置づけ

２.事業の概要

■ □ □ □

（a）

（b)

Ｈ 29 年度

①

②

①

②

①

②

成果指標
（達成度等）

生涯学習推進計画A評価事業数 事業 55 84 80

（活動量）

活動指標 生涯学習推進会議 回 2 1

(対象者数等）

対象指標 大磯町民（4月1日基準） 人 32,377 31,497 31,431

事業費内訳
　旅費：64千円　　需用費：119千円　　役務費：215千円

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
（ 指 標 名 ）

単位 27年度
(実績値)

28年度
(実績値)

29年度
(見込み又は計画値)

     人 件 費 計 千円 3,117 2,732 2,775

　総事業費 (a)+(b) 千円 3,386 3,030 3,173

　一般財源 千円 269 298 398

職員人数（概算職員数） 人 0.55 0.50 0.52

　起債 千円

　その他 千円

　県支出金 千円

事
業
費

　直接事業費　 千円 269 298 398

　国庫支出金 千円

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位
平成27年度
（決算）

平成28年度
（決算見込）

平成29年度
（予算）

目的
（何のために）

　社会教育活動の円滑な運営を図るとともに「大磯町生涯学習推進計画」の進行管理を行うた
め。

対象
(誰を・何を)

　町民。大磯町生涯学習推進会議構成員で構成する大磯町生涯学習推進会議。

内容
　社会教育活動の円滑な運営を図る。社会教育関係各種会議等への出席、社会教育関係印刷物作
成等。「大磯町生涯学習推進計画」の進行管理を行う。

根拠法令・条例等 　社会教育法

個別計画等 　大磯町生涯学習推進計画

行政経営プラン
実施計画事業

実施番号 ― 実施項目名 ―

大施策 　Ａ　生涯学習の環境づくり 事業名 ―

中施策 （１）生涯学習体制の充実

柱 　Ⅳ　心豊かな人を育てるまちづくり 総合計画実施計画

部門 　４　生涯学習 認定番号 ―

細分事業名 ―
事業番号 3

事業開始年度 ―

予算事業名  社会教育総務運営事務事業
担当課名 生涯学習課

係名 生涯学習係

平成　29　年度事務事業評価シート 第２号様式

シート作成日 平成30年3月28日
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４.事務事業の評価
■ □ □ □

□ ■ □ □

□ ■ □ □

■ □ □ □

□ □ ■ □

■ Ａ

□ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成30年度事業への取組み状況（改善内容等）　　

　アンケート結果を分析し、次期「大磯町生涯学習推進計画」作成を検討する。

記入日

　生涯学習に関するアンケート結果の分析を行い、次期生涯学習推進計画の作成に活かす。

①　課題点や改善点

　「大磯町生涯学習推進計画」の進行管理について

　②　平成29年度に着手する事項

　「大磯町生涯学習推進計画」中間目標値把握のためのアンケートを実施する。

③　平成30年度に着手する事項

平成30年3月28日

事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　

図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　アンケートの返送に料金受取人払制度を活用した。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要

　「大磯町生涯学習推進計画」
に基づき、実施している。

効
率
性

・コストに対し
　て効率的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　すべての事務を生涯学習課で行った。

・コストの削減
　等を図ったか

図った

成
果

・意図した成果
　が得られてい
　るか

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

　アンケート結果を「大磯町生涯学習推進計画」の進行管理に活用する。

　生涯学習課において、生涯学習に関するアンケートを実施した。

・実施手段は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

　20歳以上の町民700名を年代別に無作為抽出して、調査対象を設定した。

妥
当
性

・実施主体は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 変更の必要あり その他

理
由
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１.総合計画上の位置づけ

２.事業の概要

■ □ □ □

（a）

（b)

Ｈ 29 年度

①

②

①

②

①

② H26年度で終了

成果指標
（達成度等）

講座開催回数 事業 41 41 42

サロン・ド・カルチャー団体数 団体 H26年度で終了 H26年度で終了

（活動量）

活動指標 社会教育指導員 人 1 1 1

(対象者数等） 大磯町民（4月1日基準） 人 32,377 31,497 31,431

対象指標 社会教育指導員 人 1 1 1

事業費内訳
　報酬：1,210千円　　共済費：14千円　　報償費：360千円　　需用費：55千円　　役務費：288
千円　　使用料及び賃借料：464千円　　負担金補助及び交付金：475千円

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
（ 指 標 名 ）

単位 27年度
(実績値)

28年度
(実績値)

29年度
(見込み又は計画値)

     人 件 費 計 千円 2,784 2,713 2,624

　総事業費 (a)+(b) 千円 4,917 5,496 5,490

　一般財源 千円 2,133 2,779 2,866

職員人数（概算職員数） 人 0.55 0.55 0.55

　起債 千円

　その他 千円 4

　県支出金 千円

事
業
費

　直接事業費　 千円 2,133 2,783 2,866

　国庫支出金 千円

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位
平成27年度
（決算）

平成28年度
（決算見込）

平成29年度
（予算）

目的
（何のために）

　町民の多様な学習意欲に対応するため、生涯学習の推進と自主学習の活動援助を図る。

対象
(誰を・何を)

　町民。生涯学習グループ、PTA、子ども会等の団体

内容
　各種講座・教室の開催、小中学校PTA家庭教育学級への補助支援、家庭教育、青少年教育、高齢
者等の社会教育を推進する。

根拠法令・条例等 　社会教育法、大磯町単位子ども会事業費補助金交付要綱

個別計画等 　大磯町生涯学習推進計画

行政経営プラン
実施計画事業

実施番号 ― 実施項目名 ―

大施策 　Ｂ　生涯学習活動の活性化 事業名 ―

中施策 （１）学習機会・活動の充実

柱 　Ⅳ　心豊かな人を育てるまちづくり 総合計画実施計画

部門 　４　生涯学習 認定番号 ―

細分事業名 ―
事業番号 4

事業開始年度 ―

予算事業名  生涯学習推進事業
担当課名 生涯学習課

係名 生涯学習係

平成　29　年度事務事業評価シート 第２号様式

シート作成日 平成30年3月28日

22-5



４.事務事業の評価
■ □ □ □

□ ■ □ □

□ ■ □ □

■ □ □ □

□ □ ■ □

■ Ａ

□ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成30年度事業への取組み状況（改善内容等）　　

　今まであまり知られていない人物や歴史を講座等で取り上げ、町民等に広く周知していく。

記入日

　明治150年記念関連の講座・公演の開催を契機に生涯学習のより一層の推進を図る。

①　課題点や改善点

　講座後のアンケート等をもとに次回以降の企画を検討していく。

　②　平成29年度に着手する事項

　大磯出身の演歌師、添田唖蝉坊を紹介する講座及び公演を開催する。ハワイ移民の先駆者、大磯出身の後藤濶を紹介
する講座を開催する。

③　平成30年度に着手する事項

平成30年3月28日

事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　

図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　必要最低限の経費のなかで事業を進めている。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要

　生涯学習のニーズを把握しな
がら企画を進めている。

効
率
性

・コストに対し
　て効率的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　講師は、各専門委員会委員や生涯学習人材登録者を中心に依頼している。

・コストの削減
　等を図ったか

図った

成
果

・意図した成果
　が得られてい
　るか

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

　講座により参加者数にばらつきがある。受講後アンケート結果を基に講座テーマを設定す
ることにより、町民の学習要求に対応している。

　学習機会、情報提供、人材育成を基幹とした事業展開、及び団体に対する補助金や交付金
による支援についても、公益性、社会需要、公正性が高い。

・実施手段は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

　町民の学習要求を把握し、対応している。

妥
当
性

・実施主体は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 変更の必要あり その他

理
由
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１.総合計画上の位置づけ

２.事業の概要

■ □ □ □

（a）

（b)

Ｈ 29 年度

①

②

①

②

①

②

成果指標
（達成度等）

参加者 人 183 207 220

（活動量）

活動指標 実行委員 人 10 13 15

(対象者数等）

対象指標 新成人（町内） 人 260 279 285

事業費内訳
　需用費：258千円　　役務費：17千円　　使用料及び賃借料：659千円

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
（ 指 標 名 ）

単位 27年度
(実績値)

28年度
(実績値)

29年度
(見込み又は計画値)

     人 件 費 計 千円 2,652 3,444 3,348

　総事業費 (a)+(b) 千円 3,557 4,080 4,282

　一般財源 千円 905 636 934

職員人数（概算職員数） 人 0.50 0.65 0.65

　起債 千円

　その他 千円

　県支出金 千円

事
業
費

　直接事業費　 千円 905 636 934

　国庫支出金 千円

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位
平成27年度
（決算）

平成28年度
（決算見込）

平成29年度
（予算）

目的
（何のために）

　新成人を祝い励ますとともに、成人自ら大人としての自覚を持ち、心豊かな生活を目指すこと
を願い、成人の日に成人式を開催するため。

対象
(誰を・何を)

　新成人（平成９年４月２日～平成10年４月１日生まれ）

内容
　町主催の式典である「成人式」の開催と、新成人が自主的に企画・運営する「新成人記念のつ
どい」を行政がバックアップしている。

根拠法令・条例等 ―

個別計画等 　大磯町生涯学習推進計画

行政経営プラン
実施計画事業

実施番号 ― 実施項目名 ―

大施策 　Ａ　青少年健全育成の推進 事業名 ―

中施策 （２）青少年活動環境の充実

柱 　Ⅳ　心豊かな人を育てるまちづくり 総合計画実施計画

部門 　３　青少年 認定番号 ―

細分事業名 ―
事業番号 5

事業開始年度 ―

予算事業名  成人式開催事業
担当課名 生涯学習課

係名 生涯学習係

平成　2９　年度事務事業評価シート 第２号様式

シート作成日 平成30年3月28日
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４.事務事業の評価
■ □ □ □

□ ■ □ □

■ □ □ □

□ ■ □ □

■ □ □ □

■ Ａ

□ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成30年度事業への取組み状況（改善内容等）　　

　新成人記念のつどいの内容や実行委員募集のあり方について検討する。

記入日

　会場内への酒類の持ち込み、飲酒しての入場禁止を徹底させる。

①　課題点や改善点

　式典とティーパーティーの位置づけや費用対効果を検証する。

　②　平成29年度に着手する事項

　新成人記念のつどいの内容や実行委員募集のあり方について検討する。

③　平成30年度に着手する事項

平成30年3月28日

事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　

図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　相場より会場使用料を安価に設定している。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要
　実行委員、ボランティアの創
意工夫、協力により運営がなさ
れている。

効
率
性

・コストに対し
　て効率的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　物品借上料や人件費等を考慮すると、民間施設の借上げは効率的である。

・コストの削減
　等を図ったか

図った

成
果

・意図した成果
　が得られてい
　るか

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

　毎年県内市町村と比較して、高い参加率である。

　実行委員会形式で実施している。

・実施手段は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

　教育委員会で行う事業か検討の余地がある。

妥
当
性

・実施主体は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 変更の必要あり その他

理
由
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１.総合計画上の位置づけ

２.事業の概要

■ □ □ □

（a）

（b)

Ｈ 29 年度

①

②

①

②

①

②

成果指標
（達成度等）

入場者数 人 2,078 2,806 2,500

（活動量） 参加団体 団体 28 32 35

活動指標 入場者数 人 2,078 2,806 2,500

(対象者数等）

対象指標 大磯町民（4月1日基準） 人 32,377 31,497 31,431

事業費内訳
　報償費：10千円　　需用費：190千円　　役務費：55千円　　使用料及び賃借料：389千円

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
（ 指 標 名 ）

単位 27年度
(実績値)

28年度
(実績値)

29年度
(見込み又は計画値)

     人 件 費 計 千円 2,584 2,829 2,765

　総事業費 (a)+(b) 千円 3,195 3,427 3,409

　一般財源 千円 611 598 644

職員人数（概算職員数） 人 0.60 0.65 0.66

　起債 千円

　その他 千円

　県支出金 千円

事
業
費

　直接事業費　 千円 611 598 644

　国庫支出金 千円

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位
平成27年度
（決算）

平成28年度
（決算見込）

平成29年度
（予算）

目的
（何のために）

　おおいそ文化祭の開催

対象
(誰を・何を)

　町民

内容
　各種サークル活動を行う団体を対象とした「おおいそ文化祭」、各地区で開催される「地区文
化祭」、団体に所属しない個人を対象とした「おおいそ美術展」を開催する。

根拠法令・条例等 ―

個別計画等 　大磯町生涯学習推進計画

行政経営プラン
実施計画事業

実施番号 ― 実施項目名 ―

大施策 　Ａ　文化活動の推進 事業名 ―

中施策 （１）文化芸術活動の振興

柱 　Ⅳ　心豊かな人を育てるまちづくり 総合計画実施計画

部門 　６　文化・文化財 認定番号 ―

細分事業名 ―
事業番号 6

事業開始年度 平成13年度

予算事業名  文化祭開催事業
担当課名 生涯学習課

係名 生涯学習係

平成　2９　年度事務事業評価シート 第２号様式

シート作成日 平成30年3月28日
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４.事務事業の評価
□ ■ □ □

□ ■ □ □

□ ■ □ □

■ □ □ □

□ □ ■ □

■ Ａ

□ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成30年度事業への取組み状況（改善内容等）　　

　新規団体の参加を呼びかける。

記入日

　新規参加団体の募集を早期に行い、団体主導の文化祭開催を推進する。

①　課題点や改善点

　より町民主体での開催ができるような支援の仕方を検討する。

　②　平成29年度に着手する事項

　４月１日に開館した旧吉田茂邸を活用した事業を行う。

③　平成30年度に着手する事項

平成30年3月28日

事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　

図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　これまでもコストの削減を行っており、大規模な削減は行えない。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要

　開催会場の検討や実施主体の
自立を促進する必要がある。

効
率
性

・コストに対し
　て効率的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　会場は公共施設を使用しているため効率的に事業を行っている。

・コストの削減
　等を図ったか

図った

成
果

・意図した成果
　が得られてい
　るか

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

　新規参加を促す必要がある。

　平成21年度から運営委員会方式での開催となっており、町民が主体となった開催に移行し
つつある。

・実施手段は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

　会場分散型の開催が定着しつつある。

妥
当
性

・実施主体は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 変更の必要あり その他

理
由
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１.総合計画上の位置づけ

２.事業の概要

■ □ □ □

（a）

（b)

Ｈ 29 年度

①

②

①

②

①

②

成果指標
（達成度等）

稼動率（使用日数/開館日数） % 90 93 93

（活動量） 使用団体数 団体 766 862 860

活動指標 使用者数 人 23,204 26,137 26,000

(対象者数等）

対象指標 大磯町民（4月1日基準） 人 32,377 31,497 31,431

事業費内訳
　共済費：46千円　　賃金：3,226千円　　需用費：1,718千円　　役務費：251千円　　委託料：
3,262千円　　使用料及び賃借料：345千円

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
（ 指 標 名 ）

単位 27年度
(実績値)

28年度
(実績値)

29年度
(見込み又は計画値)

     人 件 費 計 千円 2,187 2,578 2,615

　総事業費 (a)+(b) 千円 10,724 11,093 11,463

　一般財源 千円 7,037 6,162 6,769

職員人数（概算職員数） 人 0.45 0.50 0.52

　起債 千円

　その他 千円 1,500 2,353 2,079

　県支出金 千円

事
業
費

　直接事業費　 千円 8,537 8,515 8,848

　国庫支出金 千円

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位
平成27年度
（決算）

平成28年度
（決算見込）

平成29年度
（予算）

目的
（何のために）

　町民の生涯学習活動機会提供のため、会場となる生涯学習館の運営、維持管理を行う。

対象
(誰を・何を)

　町民

内容
　使用者が生涯学習館を快適に使用できるように清掃等の各種委託を実施し、館の保守管理を
行った。

根拠法令・条例等 ―

個別計画等 　大磯町生涯学習推進計画

行政経営プラン
実施計画事業

実施番号 （１）－②－１ 実施項目名 　公共施設等の使用料・手数料の見直し

大施策 　Ａ　生涯学習の環境づくり 事業名 ―

中施策 （２）生涯学習施設の充実

柱 　Ⅳ　心豊かな人を育てるまちづくり 総合計画実施計画

部門 　４　生涯学習 認定番号 ―

細分事業名 ―
事業番号 7

事業開始年度 平成10年度

予算事業名 　生涯学習館維持管理事業
担当課名 生涯学習課

係名 生涯学習係

平成　2９　年度事務事業評価シート 第２号様式

シート作成日 平成30年3月28日
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４.事務事業の評価
□ ■ □ □

□ ■ □ □

□ ■ □ □

□ □ □ ■

□ □ ■ □

□ Ａ

■ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成30年度事業への取組み状況（改善内容等）　　

　引き続き、来館者が安心して使用できる施設環境を整える。

記入日

　より良い学習環境づくり及び窓口サービスの充実を図る。

①　課題点や改善点

　長期的な修繕計画の作成。

　②　平成29年度に着手する事項

　網戸、ブラインドの修繕を行う。

③　平成30年度に着手する事項

平成30年3月28日

事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　

図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　日常的な管理は最低限のコストの中で維持管理を行っている。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要
　長寿命化を図るため、長期的
な修繕計画の下、計画的な修繕
が必要である。

効
率
性

・コストに対し
　て効率的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　建設から40年以上が経過し、修繕箇所が増加しているため今後もコストの増加が見込まれ
る。

・コストの削減
　等を図ったか

図った

成
果

・意図した成果
　が得られてい
　るか

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

　使用登録者、使用人数とも増加している。また、各部屋の稼働率も上がっている。

　町民の生涯学習活動を推進するために維持管理の必要がある。

・実施手段は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

　公共性の高い事業であり教育委員会での管理が妥当ではあるが、今後検討を要する。

妥
当
性

・実施主体は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 変更の必要あり その他

理
由
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１.総合計画上の位置づけ

２.事業の概要

■ □ □ □

（a）

（b)

Ｈ 29 年度

①

②

①

②

③

①

②

活動指標

成果指標
（達成度等） 埋蔵文化財保護件数 件 175 175 175

47

埋蔵文化財試掘調査 件 6 1 6

指定･登録文化財保護件数 件 47 47

埋蔵文化財の窓口照会 件 720 737 750

指定文化財への交付・補助 件 26 26 26

(対象者数等） 埋蔵文化財包蔵地 件 175 175 175

対象指標 指定･登録文化財 件 47 47 47

事業費内訳 　報酬：152千円　　共済費：3千円　　賃金：830千円　　報償費：2,254千円　　旅費：232千円
需用費：222千円　　役務費：209千円　　委託料：1,555千円　　原材料費：8千円
負担金補助及び交付金：2,170千円

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
（ 指 標 名 ）

単位 27年度
(実績値)

28年度
(実績値)

29年度
(見込み又は計画値)

     人 件 費 計 千円 3,680 3,868 3,471

　総事業費 (a)+(b) 千円 7,340 8,092 11,106

　一般財源 千円 3,660 3,322 6,035

職員人数（概算職員数） 人 0.70 0.75 0.70

　起債 千円

　その他 千円 2

1,200

　県支出金 千円 225 400

事
業
費

　直接事業費　 千円 3,660 4,224 7,635

　国庫支出金 千円 675

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位
平成27年度
（決算）

平成28年度
（決算見込）

平成29年度
（予算）

目的
（何のために）

　文化財の保存、調査、普及、利活用

対象
(誰を・何を)

　町内文化財

内容 　文化財専門委員の委嘱、指定文化財の等の調査

根拠法令・条例等 　文化財保護法、神奈川県文化財保護条例、大磯町文化財保護条例

個別計画等 　大磯町生涯学習推進計画

行政経営プラン
実施計画事業

実施番号 ― 実施項目名 ―

大施策 　Ｂ　文化財の保全・継承 事業名 ―

中施策 （１）文化財の保存・活用・普及

柱 　Ⅳ　心豊かな人を育てるまちづくり 総合計画実施計画

部門 　６　文化・文化財 認定番号 ―

細分事業名 ―
事業番号 8

事業開始年度 －

予算事業名  文化財保護事業
担当課名 生涯学習課

係名 生涯学習係

平成　2９　年度事務事業評価シート 第２号様式

シート作成日 平成30年3月28日
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４.事務事業の評価
■ □ □ □

□ □ ■ □

□ ■ □ □

□ ■ □ □

□ □ ■ □

■ Ａ

□ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成30年度事業への取組み状況（改善内容等）　　 平成30年3月28日

③　平成30年度に着手する事項

　平成31年度刊行をめざし、相模国府祭調査報告書の作成に着手する。

評価理由

　埋蔵文化財の問合せ、試掘・
立会い調査件数が増加傾向にあ
り対応を検討する必要がある。

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　

図った 図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　突発的な事象のない限り、予算内で執行できるようにしている。

　文化財保存団体に対し、保存管理奨励交付金を交付し、団体等との聞取りを進め、実情に
沿った保護に努めている。

効
率
性

・コストに対し
　て効率的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　文化財保存団体の協力により、実情に沿った保護を行っている。

・コストの削減
　等を図ったか

おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

　開発事業の増加に伴う、埋蔵文化財の試掘調査、立会い調査に対応している。

成
果

・意図した成果
　が得られてい
　るか

得られている おおむね得られている 得られていない

妥
当
性

・実施主体は
　妥当か

妥当 おおむね妥当

理
由

　必要に応じて専門家による意見を受け、保護の推進が図られている。

・実施手段は
　妥当か

妥当

記入日

　相模国府祭の調査報告書刊行に向けて、調査員への原稿執筆依頼及び編集作業を行う。

①　課題点や改善点

　埋蔵文化財に関わる専門職員の配置について検討。

　②　平成29年度に着手する事項

　相模国府祭の本調査実施。事務分担の見直しや人員の必要性について検討する。

事業の一部見直しが必要

事業の抜本的な見直しが必要

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある

その他

理
由

変更の必要あり その他
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１.総合計画上の位置づけ

２.事業の概要

■ □ □ □

（a）

（b)

Ｈ 29 年度

①

②

①

②

①

② 20

成果指標
（達成度等）

人権教育講演会参加人数 人 70 84 80

人権問題職員研修会 人 18 20

（活動量） 研修会等参加数 回 21 25 25

活動指標 社会教育指導員 人 1 1 1

(対象者数等） 大磯町民（4月1日基準） 人 32,377 31,497 31,431

対象指標 社会教育指導員 人 1 1 1

事業費内訳
　報酬：1,210千円　　共済費：14千円　　報償費：25千円　　旅費：40千円　　需用費：172千
円　　負担金補助及び交付金：18千円

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
（ 指 標 名 ）

単位 27年度
(実績値)

28年度
(実績値)

29年度
(見込み又は計画値)

     人 件 費 計 千円 1,757 2,001 1,938

　総事業費 (a)+(b) 千円 3,186 3,453 3,417

　一般財源 千円 1,429 1,452 1,479

職員人数（概算職員数） 人 0.35 0.40 0.40

　起債 千円

　その他 千円

　県支出金 千円

事
業
費

　直接事業費　 千円 1,429 1,452 1,479

　国庫支出金 千円

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位
平成27年度
（決算）

平成28年度
（決算見込）

平成29年度
（予算）

目的
（何のために）

　人権問題に対して正しい認識と理解を深め、人権感覚を育むため。

対象
(誰を・何を)

　町民、町職員

内容 　人権教育担当の社会教育指導員の配置。人権教育講演会の開催。

根拠法令・条例等 ―

個別計画等 　大磯町生涯学習推進計画

行政経営プラン
実施計画事業

実施番号 ― 実施項目名 ―

大施策 　Ａ　人権の尊重 事業名 ―

中施策 （１）人権教育・啓発の推進

柱 　Ⅳ　心豊かな人を育てるまちづくり 総合計画実施計画

部門 　５　人権・男女共同参画 認定番号 ―

細分事業名 ―
事業番号 9

事業開始年度 平成13年度

予算事業名  人権教育啓発事業
担当課名 生涯学習課

係名 生涯学習係

平成　2９　年度事務事業評価シート 第２号様式

シート作成日 平成30年3月28日
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４.事務事業の評価
■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

□ □ ■ □

■ Ａ

□ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成30年度事業への取組み状況（改善内容等）　　

　なし。

記入日

　高齢者の人権問題を中心に啓発活動を推進する。

①　課題点や改善点

　国、県の動き、社会のニーズなどを十分に把握していく。

　②　平成29年度に着手する事項

　なし。

③　平成30年度に着手する事項

平成30年3月28日

事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性　

図られていない 図る余地は無い その他

理
由

　参加費が必要な研修は精査し、啓発物品も単価・個数の検討を十分に行っている。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要

　継続的な人権教育の啓発を推
進する。

効
率
性

・コストに対し
　て効率的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

　社会教育指導員が受講した研修での最新の情報をもとに人権教育啓発を行っている。

・コストの削減
　等を図ったか

図った

成
果

・意図した成果
　が得られてい
　るか

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

　人権教育研修会等を受講することにより、情報収集に努めている。

　人権教育担当である社会教育指導員を配置している。

・実施手段は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

　人権教育講演会を始め、人権教育の啓発に努めている。

妥
当
性

・実施主体は
　妥当か

妥当 おおむね妥当 変更の必要あり その他

理
由
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